
 

 
認定 

区分 
対象事業 事業概要 

対象 

年齢 

平成 25 年度 

現状（見込み） 
単位 

ニーズ量(調査結果からの利用意向） 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

1 １号１号１号１号    
教育標準時間認定 

（認定こども園および幼稚園認定こども園および幼稚園認定こども園および幼稚園認定こども園および幼稚園） 
＜専業主婦（夫）家庭、就労時間短家庭＞    

以下の事業を認定区分ごとに整理したもの 

■施設型給付 

・認定こども園 

・幼稚園 

・保育所 

■地域型保育給付 

・小規模保育（利用定員6 人以上19 人以下） 

・家庭的保育（利用定員5 人以下） 

・居宅訪問型保育 

・事業所内保育 

3 歳 

公立 15 園 

定員 1,360

人 

在所園児 

327 人 

人／年 
65 

347 

63 

343 

63 

337 

62 

332 

61 

329 
4・5 歳 169 168 164 162 161 

2 ２号２号２号２号    

保育認定①（幼稚園幼稚園幼稚園幼稚園） 
＜共働きであるが幼稚園利用のみの家庭＞    

3 歳 
人／年 

0 0 0 0 0 

4・5 歳 113 112 110 108 107 

保育認定②（認定こども園及び保認定こども園及び保認定こども園及び保認定こども園及び保

育所育所育所育所）    
3～5 歳 公立 ５園 

私立 ９園 

定員 865 人 

在所児 495 人 人／年 512 

969 

511 

964 

498 

942 

491 

925 

486 

908 

3 ３号３号３号３号    
保育認定③（認定こども園及び保認定こども園及び保認定こども園及び保認定こども園及び保

育所育所育所育所＋地域型保育）    

0 歳 在所児 44 人 人／年 140 137 134 130 127 

1・2 歳 在所児 291 人 人／年 317 316 310 304 295 

4 時間外時間外時間外時間外保育事業保育事業保育事業保育事業    
保育時間の延長に対する需要に対応するために、11 時間の保育

所開所時間を越えて保育を行う。 
0～5 歳 ８か所 75 人 人／年 107 106 104 102 100 

５ 

一時預かり事業一時預かり事業一時預かり事業一時預かり事業    

・幼稚園における在園児を対象とした一時預かり 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は

幼児について、主に昼間において、保育所やその他の場所で一時

的に預かる。 

3～5 歳 
 

６か所 

 

2,019 人日／年 
人日／年 1,596 1,593 1,554 1,531 1,517 

・その他    0～5 歳   人日／年 38,141 38,030 37,108 36,519 36,111 

６ 
学童保育所学童保育所学童保育所学童保育所    

（放課後児童健全育成事業）（放課後児童健全育成事業）（放課後児童健全育成事業）（放課後児童健全育成事業）    

保護者の就労や疾病等の理由で、放課後に保護を受けることがで

きない小学校就学児童に対して、学校や児童館などで、放課後に

生活の場、適切な遊びの場を提供する。 

1～3 年生 15 か所 213 人 人 270 256 250 235 235 

4～6 年生 15 か所 3 人 人 112 110 109 109 103 

７ 
地域子育て支援拠点事業地域子育て支援拠点事業地域子育て支援拠点事業地域子育て支援拠点事業    

（宍粟市子育て支援センター事業） 

公共施設や保育所等の地域の身近な場所で、子育て中の親子

の交流・育児相談等を行う。 0～2 歳 
ひろば型 

４か所 

1,817 人回/月 
（※平成 24 年度） 

人回／月 1,639 1,625 1,592 1,554 1,513 

８ 利用者支援事業利用者支援事業利用者支援事業利用者支援事業    

教育・保育施設や地域の子育て支援の事業等の利用について情報集約

と提供を行うとともに、子どもや保護者から施設・事業等の利用に当たって

の相談に応じ、必要な情報提供・助言をし、関係機関との連絡調整等を

行う。 

0～5 歳 

1～6 年生 
― か所 1 1 1 1 1 

９ 病児病児病児病児・病後児・病後児・病後児・病後児保育事業保育事業保育事業保育事業    
発熱等の急な病気や病気からの回復期などで、集団保育が困難な児童

を一時的に医療機関において保育を行う。 
0～5 歳 

1～6 年生 
－か所 －人日／年 人日／年 2,139 2,128 2,080 2,040 2,005 

10 

ファミリーサポートセンター事業ファミリーサポートセンター事業ファミリーサポートセンター事業ファミリーサポートセンター事業    

（子育て援助活動支援事業） 

児童の預かり等の援助を受けることを希望する者（依頼会員）と援助を行う

ことを希望する者（援助会員）との相互援助活動に関する連絡・調整を行

う。 

0～5 歳 

1～3 年生 １か所 106 人日／年 人日／年 93 91 89 87 85 

    4～6 年生 

11 乳児家庭全戸訪問事業乳児家庭全戸訪問事業乳児家庭全戸訪問事業乳児家庭全戸訪問事業    
生後４か月までの乳児がいる家庭を保健師等が訪問し、子育てについての

不安や悩みを聞き、子育てに関する情報を提供する。また、育児等に不安

を抱える保護者の家庭を個別に訪問する。 

― 
288 人 

（※平成 24 年度） 
人 267 262 256 248 242 

12 妊婦健康診査妊婦健康診査妊婦健康診査妊婦健康診査事業事業事業事業    
妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、

①健康状態の把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠

期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する。 

― 
307 人 

（※平成 24 年度） 
人 262 256 248 242 236 

13 養育支援訪問事業養育支援訪問事業養育支援訪問事業養育支援訪問事業    

育児ストレス、産後うつ病、育児ノイローゼ等の問題によって、子育てに対

して不安や孤立感等を抱える家庭や、様々な原因で養育支援が必要と

なっている家庭に対して、子育て経験者等による育児・家事の援助又は保

健師等による具体的な養育に関する指導助言等を訪問により実施するこ

とにより、個々の家庭の抱える養育上の諸問題の解決、軽減を図る 

― 
91 人 

（※平成 24 年度） 
人 91 91 91 91 91 

14 
子育て短期支援事業子育て短期支援事業子育て短期支援事業子育て短期支援事業    

（ショートステイ・トワイライト別） 

【短期入所生活援助（ショートステイ）事業】  

保護者の疾病や仕事等の事由により児童の養育が一時的に困難となった

場合、又は育児不安や育児疲れ等の身体的・精神的負担の軽減が必

要となった場合に、児童を児童養護施設等で一時的に預かる。  

【夜間養護等（トワイライト）事業】  

保護者が仕事その他の理由により平日の夜間又は休日に不在となること

で家庭において児童を養育することが困難となった場合、その他緊急の場

合に、児童を児童養護施設等において保護し、生活指導、食事の提供

等を行う。 

0～5 歳 

ショートステイ 

－か所 

トワイライトステイ 

－か所 

－人日／年 人日／年 0 0 0 0 0 

宍粟市 子ども・子育て支援事業計画における量の見込み（ニーズ量） 机上配布 2 



見込み量の設定に対する考え方 

 
認定 

区分 
対象事業 

国の参酌標準 

（子ども・子育て支援法に基づく基本指針（案）より） 
市の見込み量の算定の方向性 

1 １号１号１号１号    
教育標準時間認定 

（認定こども園および幼稚園認定こども園および幼稚園認定こども園および幼稚園認定こども園および幼稚園） 
＜専業主婦（夫）家庭、就労時間短家庭＞    

以下の事業を認定区分ごとに整理したもの 

■１号認定 

満三歳以上の小学校就学前子どもの数から法第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する子どもの数を除いた数を基本として、保護者の利用希望等を勘案して、計画期間内における必要利用

定員総数を設定すること。 

■２号、３号認定 

認定区分ごとに、現在の保育の利用状況(認可外保育施設の利用及び幼稚園の預かり保育の定期的な利

用を含む。)を基本として、保護者の利用希望等を勘案して、計画期間内における必要利用定員総数を設定

すること。 

○国のワークシートに準ずる 

2 ２号２号２号２号    

保育認定①（幼稚園幼稚園幼稚園幼稚園） 
＜共働きであるが幼稚園利用のみの家庭＞    

○国のワークシートに準ずる 

保育認定②（認定こども園及び保認定こども園及び保認定こども園及び保認定こども園及び保

育所育所育所育所）    

○国のワークシートに準ずる 

3 ３号３号３号３号    
保育認定③（認定こども園及び保認定こども園及び保認定こども園及び保認定こども園及び保

育所育所育所育所＋地域型保育）    

○国のワークシートに準ずる 

○国のワークシートに準ずる 

4 時間外時間外時間外時間外保育事業保育事業保育事業保育事業    
利用希望把握調査等により把握した、小学校就学前子どもの保育に係る希望利用時間帯を勘案して、計

画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。 

○国のワークシートに準じた算出方法より、時間外保育事業の時間設定を「18 時以

降」「19 時以降」を共に算出、平均を設定 

 

５ 

一時預かり事業一時預かり事業一時預かり事業一時預かり事業    

・幼稚園における在園児を対象とした一時預かり 

利用希望把握調査等により把握した、小学校就学前子どもを一時的に第三者に預けた日数（幼稚園の預か

り保育を利用した日数（幼稚園の預かり保育を定期的に利用した場合を除く。）を含む。）の実績に、今後の利

用希望を加えたものを勘案して、子育て援助活動支援事業等の他の事業による対応の可能性も勘案しなが

ら、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。 

○国のワークシートに準ずる 

・その他    
○国のワークシートに準ずる 

６ 
学童保育所学童保育所学童保育所学童保育所    

（放課後児童健全育成事業）（放課後児童健全育成事業）（放課後児童健全育成事業）（放課後児童健全育成事業）    

小学校就学前子どもに係る保育との連続性を重視し、利用希望把握調査等により把握した放課後児童健

全育成事業に係る利用希望を勘案して、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。

なお、学年が上がるほど利用の減少傾向があることやおおむね十歳前後までに遊びや生活面で自己管理が可

能となる等自立が進むことに留意すること。 

○国のワークシートに準ずる 

 

７ 地域子育て支援拠点事業地域子育て支援拠点事業地域子育て支援拠点事業地域子育て支援拠点事業    
利用希望把握調査等により把握した、地域子育て支援拠点事業の希望利用日数等に基づき、居宅より容

易に移動することが可能な範囲で利用できるよう配慮しながら、計画期間内における適切と考えられる目標事

業量を設定すること。 

○国のワークシートに準ずる 

８ 利用者支援事業利用者支援事業利用者支援事業利用者支援事業    

利用希望把握調査等により把握した、子ども・子育て支援に係る情報提供、相談支援等の利用希望に基づ

き、子ども又は子どもの保護者の身近な場所で必要な支援を受けられるよう、地域の実情、関係機関との連

携の体制の確保等に配慮しつつ、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。 

○中心となる相談拠点を置くことから、１か所と設定 

９ 病児保育事業病児保育事業病児保育事業病児保育事業    

以下のいずれかの方法で設定すること。 

一 法第十九条第一項第二号又は第三号に掲げる小学校就学前子どもに該当する子どもの数を病児保育

事業の利用可能性がある者と捉えた上で、利用希望把握調査等により把握した事業の利用実績及び利用

希望を勘案して、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。二 利用希望把握調査

等により把握した事業の利用実績及び利用希望を勘案して、市町村が適切と考える区域ごとに整備されるよ

う、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。 

○国のワークシートに準ずる 

10 

ファミリーサポートファミリーサポートファミリーサポートファミリーサポートセンター事業センター事業センター事業センター事業    

（子育て援助活動支援事業） 
利用希望把握調査等により把握した、子どもを一時的に第三者に預けた日数（幼稚園の預かり保育を定期

的に利用した場合を除く。）の実績に基づき、一時預かり事業等の他の事業による対応の可能性も勘案しなが

ら、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。 

○平成 21 年～25 年の利用実績より平均利用率を算出、推計児童人口に乗じた数 

    

11 乳児家庭全戸訪問事業乳児家庭全戸訪問事業乳児家庭全戸訪問事業乳児家庭全戸訪問事業    出生数等を勘案して、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。 ○事業の性質により、０歳の推計児童人口を設定（※ニーズ調査によらずに推計） 

12 妊婦妊婦妊婦妊婦健康診査事業健康診査事業健康診査事業健康診査事業    

母子保健法（昭和四十年法律第百四十一号）第十三条第二項の規定による厚生労働大臣が定める望ま

しい基準及び各年度の同法第十五条に規定する妊娠の届出件数を勘案して、計画期間内における適切と

考えられる目標事業量を設定すること。 

○事業の性質により、次年度の０歳の推計児童人口を設定（※ニーズ調査によらずに

推計） 

13 養育支援訪問事業養育支援訪問事業養育支援訪問事業養育支援訪問事業    
児童福祉法第六条の三第五項に規定する要支援児童及び特定妊婦並びに同条第八項に規定する要保

護児童の数等を勘案して、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。 

○平成 24 年の利用実績より設定（※ニーズ調査によらずに推計） 

14 
子育て短期支援事業子育て短期支援事業子育て短期支援事業子育て短期支援事業    

（ショートステイ・トワイライト別） 

利用希望把握調査等により把握した、保護者の疾病や仕事等のやむを得ない理由により家庭において子ども

を養育することが一時的に困難となった期間の実績に基づき、子育て援助活動支援事業等の他の事業による

対応の可能性も勘案しながら、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。 

○国のワークシートに準ずる 

 


